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要 旨
　本稿は，スポーツ団体内部紛争を対象に，関連する裁判例を検討し，スポーツ紛争と司法権の限界に
ついて考察したものである．スポーツ団体内部紛争は，法律上の争訟にあたらないとか，部分社会論に
よるとか，また訴えの利益を喪失するとかを理由に，司法審査は及ばないとする見解が多数説とされて
きたが，そもそも裁判例の数が少ないうえ，それら裁判例について，どのような審理がなされて司法審
査の対象とならないと判断されたのか，スポーツ団体内部紛争に対象を限定して検討を加えた研究は見
当たらず，必ずしも議論が成熟しているとは言い難い．そこで，本稿では，団体内部紛争に関し，宗教
団体紛争の判例の蓄積が参考になると考え，そこでの審理モデルに依りながら，関連する裁判例を検討
し，そのうえで，法律上の争訟である以上，司法権の対象となるのが原則であり，それを可能とする本
案審理の在り方について若干の考察を行いたい．
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Ⅰ は じ め に
　我が国では従来，スポーツ紛争1）を法的な紛争
として捉えることに消極的な傾向がある2）．その
理由としては，①スポーツが学校教育における「体
育」の延長として捉えられてきた歴史から，スポ
ーツに携わることを自らの独立した権利として認
識することについて意識が希薄であったこと，②
スポーツにおいて尊重されるスポーツマンシップ
の精神が強調されるあまり，スポーツに関する不満
や講義を潔しとせず，選手が権利主張することが
よしとされない風潮があったこと，③特定のスポ
ーツを統括管理するスポーツ競技団体が広範な裁
量を有し，絶対的な権限を有している場合が少な
くなく，選手が権利主張を自ら抑制せざるを得な
いという状況が存在していた等が指摘されている3）．
　しかし，現代社会においては，競技レベルの向
上やスポーツの商業化（プロ化）に伴い，スポー
ツには，「する」だけでなく，「見る」，「支える」
といった多様な携わり方が存在し，スポーツに携
わる者が，携わること自体を自らの権利として認
識するようになり，社会的にもそれを当然のこと
として認める傾向が高まっている4）．近年，スポ
ーツ競技団体における指導者の競技者に対するハ
ラスメントや，アメリカンフットボールの試合中
の反則行為がメディアで大きく取り上げられるな
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ど，国民の注目を集めており，スポーツに関する
問題が社会的な問題として広く国民に認識されて
いることが窺える．
　そもそも，一口にスポーツ紛争といっても，そ
の紛争の類型は多岐にわたる．一般に，スポーツ
紛争には，紛争当事者によって分類すると，スポ
ーツ内部の紛争と，「スポーツ関係者」と「一般
人」の紛争があるとされる5）．スポーツ内部の紛
争は，紛争の性質によってさらに，ⅰ競技中の審
判の裁定に関する紛争，ⅱスポーツ団体の処分・
決定に関する紛争，ⅲスポーツに関連する契約に
関する紛争，ⅳスポーツに関する事故・事件に関
する紛争の 4 類型に大別することができる6）．こ
れらのうち，ⅲスポーツに関連する契約に関する
紛争については，一般社会における契約紛争と同
様に司法審査の対象になり，また，ⅳスポーツに
関する事故・事件に関する紛争についても同様に，
加害者の行為が不法行為を構成するかという点が
争点となることが多く司法審査の対象となるとい
える．たとえば，スキー場での衝突事故で衝突し
た滑降者に不法行為責任が認められた事例7）や，草
野球の試合中の衝突で加害選手の不法行為責任を
否定した事例8）などがその例である．
　他方，ⅰ競技中の審判の裁定に関する紛争，ⅱ
スポーツ団体の処分・決定に関する紛争は，いわ
ばスポーツ団体の内部で生じる紛争9）であり，こ
れらについては，学説では，法律上の争訟にあた
らないとか，部分社会論によるとか，また訴えの
利益を喪失するとかを理由に，司法審査は及ばな
いとする見解が多数説とされてきた10）．そもそも
裁判例の数が少ないうえ，それら裁判例について，
どのような審理がなされて司法審査の対象となら
ないと判断されたのか，スポーツ団体内部紛争に
対象を限定して検討を加えた研究は見当たらず，
必ずしも議論が成熟しているとは言い難い．裁判
例をみてみると，スポーツ団体内部紛争には，団
体の自律権を理由に司法審査を否定した裁判例が
散見されるが，他方で，損害賠償請求（慰謝料請
求）という形をとることで司法審査を肯定されて
いる裁判例も存在し，司法権がスポーツ団体内部
紛争のどこまで及ぶのか，その限界は明らかにな
っていないように思われる．
　そこで本稿では，スポーツ団体内部紛争につき，
関連する裁判例を検討し，スポーツ紛争と司法権
の限界について考察することとしたい．その研究
方法として本稿では，団体内部紛争に関しては，
宗教団体紛争の判例の蓄積が参考になると考え，
そこでの審理モデルに依りながら，検討を加える
こととする．そのうえで，法律上の争訟である以
上，司法権の対象となるのが原則であり，それを
可能とする本案審理の在り方について若干の考察
を行いたい11）．
Ⅱ 司法審査の可否と審理モデル
1 ．司法審査の可否
　裁判所による司法審査が及ばないというとき，
そこには二つの意義があるといわれる12）．
　一つは，「『事柄の性質上，法令を適用すること
によっては解決することのできない問題で』あり，
したがって裁判所の審判の対象たり得ないという
場合」である13）．すなわち，「法律上の争訟」にあ
たらない場合である．そもそもわが国の裁判所法
3 条は，「裁判所は，日本国憲法に特別の定のある
場合を除いて一切の法律上の争訟を裁判し，その
他法律において特に定める権限を有する．」と規定
しており，「法律上の争訟」に該当するのでなけれ
ば，裁判所は，裁判することができない14）．そこ
でここにいう「法律上の争訟」の意義が問題とな
る．最高裁判例では，「法律上の争訟」の意義につ
いて，「当事者間の具体的権利義務ないし法律関係
の存否に関する争いであって，法律の適用により
終局的に解決できるもの」と判示されている15）．
学説も，ほぼ異論なく，これを支持しているもの
と解される16）．
　いま一つ，裁判所の司法審査が及ばないとされ
るのは，「ある権力機構なり，団体の自律的な決定
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なり処分なりを尊重し，その結論に容喙」しない
場合であり，「その結論をむしろ有効なものと前提
して訴訟物についての判断をするという場合」で
ある17）．いわゆる部分社会論18）としても議論され
てきたところであり，社会に存在するさまざまな
団体について，「結社の自由」（憲法21条 1 項）に
基づき，その自主的，自律的な判断に委ねるべき
場合があると考えられることによる19）．もっとも，
団体と一口にいっても，それぞれの団体の組織や
統制のありかた，自治能力の程度には差があるで
あろうから，それらに応じて，裁判所による介入
の在り方にもまた違いがあってしかるべきもので
あろう20）．
2 ．団体内部紛争についての審理モデル
　団体内部紛争につき裁判所が判断するにあたっ
て，その団体の自治・自立権の尊重という観点か
ら司法審査の可否が問われるとき，そこでの審理
モデルについて，宗教団体紛争に関する裁判例を
中心に学説が展開されており，次のような，いわ
ゆる二段階審理モデルが採用されているとの理解
が提示されている21）．すなわち，自治的団体内部
の処分をめぐる紛争について，従来の裁判例をみ
ると，ほとんどが被処分者側がその処分の効力を
争って，従前の地位を有することの確認なり，そ
の地位の回復を求めて提訴しているタイプであり，
このようなタイプの紛争においては，審判権の限
界・制約に関する審理を二段階に分け，まずはじ
めに，第一段階として訴訟物自体について「法律
上の争訟性」が認められるかどうかを審理し，こ
れが肯定されるときに，第二段階として，処分の
効力の有無の審査を一定の無効原因のみの審査に
限定して行うという22），二段階審理方式のモデル
を判例が採用しているというのである23）．
　具体的には，以下のようになる．すなわち，第
一段階の審理においては，訴訟物自体が「法律上
の争訟」といえるかどうか，言い換えれば，①「当
事者間の具体的な権利義務ないし法律関係の存否
に関する紛争」であって，かつ，②「それが法令
の適用により終局的に解決することができるもの」
かどうかが問われるという24）．第二段の審理にお
いては，①団体の自律的決定の存否が問われ，そ
の存在が確かめられたときに，②自律的決定の適
否が問われるという25）．このような手順を踏むの
は，団体の自律作用を尊重し，団体の決定を多く
の場合そのまま裁判所が是認できるようにし，そ
うした取り扱いを通じて，裁判所の団体の自治へ
の介入を抑制しようとするものであるとする26）．
　以下では，この二段階審理モデルを参考に，ス
ポーツ団体内部紛争について，裁判例を紹介しつ
つ，そこでの審理のあり方について検討すること
にする．すなわち，まずもって第一段階として，
その性質において，「法律上の争訟」にあたるかど
うかが問われ，そして「法律上の争訟」にあたる
とされた場合には，さらに第二段階として，スポ
ーツ団体における自律的決定が存するかどうか，
それが存するとして適法か否かが問われる，とい
うことになる．
Ⅲ 裁判例の紹介と検討
【裁判例の概要】
1 ．訴訟物につき法律上の争訟性が否定された
事案
（判例 1 ）東京地裁平成 6・ 8・25判決（罰則取
消等請求事件）27）
［事案］
　社団法人日本自動車連盟（以下，Y という）が
主催する競技大会において，自動車競技に参戦し
た，広告宣伝活動をする PR 会社（以下，X とい
う）が出場させた車が，競技大会審査委員会から
追越しを理由として一周減算のペナルティを課せ
られた（ペナルティを貸すとの罰則が決定された）
ところ，X は，本件ペナルティは誤りであり，こ
れが無ければ三位となったはずであるのに，この
ことがマスコミに報道されるなどしたために名誉
信用が損なわれたとして，①本件ペナルティの取
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消しと，②謝罪広告を求め，Y を被告として，提
訴した．なお，このほかに，予備的請求として③本
件ペナルティを取り消さなかったことが，不法行
為にあたるとして，損害賠償請求を求めている28）．
［判旨］
　「裁判所は，私人間の紛争すべてにわたって審査
機能を有するものではなく，特に，その紛争が法
律上の争訟と言い得るものに限って司法審査を加
えるのである（裁判所法三条参照．）」そこで，「単
なる学術上の争いや，宗教的信念の争い等の場合
とならんでスポーツ競技における順位，優劣等の
争いについても，それが，私人の法律上の地位に
直接影響を与えるものではない場合には，これが，
司法審査の対象となるものでないことは明らかで
ある．」
　そのうえで，①本件ペナルティの取消請求につ
いてみてみると，これは，「順位の確認を求める請
求（これはスポーツの順位そのものを訴訟の対象
とするものであるから，当然不適法である．）その
ものではないが，その実質において本件競技の順
位の確認を求める請求となんら異ならないといわ
なければならない．」というのも，「本件競技の順
位を定める判断は，当然，本件ペナルティが適当
か否かの判断を包含するのであり」，「本件ペナル
ティの有無によって，自動的に」X の「自動車の
順位は決定される関係にあるから」である．そし
て，「当裁判所がその請求を認容したからといっ
て，その判決の効力によって直接原告（X）の有
する法律上の地位に影響があるわけでもない」こ
とから，「本件ペナルティの取消しを被告（Y）に
求める請求は，法律上の争訟に該当しない請求と
して不適法なものといわざるを得ない．」
　次に，②謝罪広告を求める請求については，仮
にこれが不法行為（名誉毀損）に基づく請求である
としても，「本件ペナルティを課したのが被告（Y）
でないことは原告（X）の主張に徴して明らか」で
あるし，「被告（Y）が公然事実を適示したもので
もない」から，請求には理由がないし，不法行為
以外の根拠によるものだとすれば，「そのような請
求を法は容認していない」．そうすると，「原告（X）
の謝罪広告を求める請求は，その主張自体失当で
あるというべきであるから，棄却を免れない．」
　同時に，Y が本件ペナルティの取消をしないこ
とにより，本件競技で今回獲得し得るはずの賞金
を獲得することができないことを理由とする，Y
の不法行為に基づく③損害賠償請求（第二次予備
的請求）については，「被告（Y）が本件ペナルテ
ィを取り消すか否かに関係なく，原告（X）は本
件競技の主催者に金員の支払い請求をなし得る」
し，「被告（Y）が本件ペナルティを取り消さない
ことによって，原告の権利を侵害したともいえな
い」から，被告（Y）に不法行為は成立しないと
して棄却している．Yの注意義務違反については，
「スポーツ競技における順位，優劣等の争い」であ
ったとしても，それが「当該の判定により競技参
加者の法律上の地位に影響が生じ，例外的に司法
審査の対象となる」けれども，「明白に不当な判定
でない限り判定者に注意義務違反の問題は生じな
いとみるのが相当である」として，本件では「審
査委員会のした判定が明白に不当なものとはいえ
ない」とした29）．
［コメント］
　（判例 1 ）は，二段階審理の第一段審理で訴訟物
につき「法律上の争訟性」の判断がなされた判例
である．（判例 1 ）は，競技中に受けた罰則（ペナ
ルティ）の取消しを求めているところ，これを，
順位の確認を求める請求であると捉えなおしたう
えで，「スポーツの順位そのものの確認を求める請
求」は，当然司法審査の対象とならないとした．
すなわち，（判例 1 ）は，①「スポーツ競技におけ
る順位，優劣等の争い」について，それが，「私人
の法律上の地位に直接影響を与えるものではない
場合」には，司法審査が否定されると判示して却
下している．
　競技スポーツであれば，一般的に，どのような
形式であれ，順位ないし優劣の判断をする審判者
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が存在する．（判例 1 ）においても，③損害賠償請
求（第二次予備的請求）に係る注意義務違反の有
無を審理するにあたり，審判の判定につき「判定
により競技参加者の法律上の地位に影響が生じ」
る場合には例外的に司法審査の対象となるものの，
「明白に不当な判定でない限り判定者に注意義務違
反の問題は生じない」としたうえで，本件では「明
白に不当」なものとはいえないとして注意義務違
反の問題は生じないと判断している．すなわち，
（判例 1 ）は，審判の判定が「法律上の争訟」に該
当し得る場合を例示したうえで，審判の判定その
ものではなく，損害賠償請求の前提問題として審
判の判定が「明白に不当であった」か否かにつき，
本案審理をしたうえで，棄却しているのである
　このような競技中の審判の判定の「法律上の争
訟性」について学説は，これを否定する見解が有
力である．その理由としては，不服申立てを認め
たらスポーツ自体が成り立たない30）とか，競技審
判がルールに則って判定している限り，その評価
の当否はルールの解釈・適用によって処理できる
問題ではない31）とか，判定やルール違反の有無は
国家機関たる裁判所が裁く問題ではない32），とい
った理由が挙げられている．これらの学説は基本
的には妥当であるように思われる．しかしながら，
私見は，（判例 1 ）が判示するように，「明白に不
当」審判の判定については，注意義務違反の問題
が生じる可能性があり，「判定により競技参加者の
法律上の地位に影響が生じ」る場合には，審判の
判定であっても「法律上の争訟性」が肯定され得
るのであり，いかなる場合にも司法審査が否定さ
れると解すべきではないと考える．
2 ．司法審査の対象該当性を否定した裁判例
（判例 2 ）　東京地裁昭和63・ 9 ・ 6 判決（会員
資格取消等請求事件）33）
［事案］
　日本シニアゴルファーズ協会（以下，Yという）
が，Y の規約に定められた入会資格を欠いている
者 4 名（以下，Z らという）を正会員として入会
させた34）ところ，Y の会員（以下，X）は，Y が規
約に反した入会を認めることで，今後とも理事の
恣意によって入会が左右され，Y の社会的権威が
失墜するとともに，Y の会員としての X の地位も
損なわれるとして，Z らが Y の正会員たる地位を
有しないことの確認を求め，Y を被告として，提
訴した．
［判旨］
　「法律上の争訟とは，法令を適用することによっ
て解決し得べき権利義務に関する当事者間の紛争
を指称するのであるが……（略）……かかる紛争で
あっても，一般市民社会の中にあってこれとは別
個に自律的な法規範を有する特殊な部分社会にお
ける法律上の係争は，一般市民法秩序と直接の関
係を有しない内部的な問題にとどまる限り，裁判
所の司法審査の対象にならないと解すべきである」
　「本件についてこれをみると，本件訴訟は，本件
会員（Zら）の被告（Y）の正会員たる資格に関す
る原告間の紛争であって，被告（Y）の正会員た
る資格についての法令，規約，慣習などの法規範
を解釈し，又は適用して解決し得べきものであり，
これが法律上の争訟であることは，否定すること
ができない．」しかしながら，Y は，「私的な社交
団体」であり，「自主的に定めた規約」を有し，「自
主的で民主的な団体運営を行い得る」とともに，
「自主的な紛争解決の手段を有している」こと等か
ら，Yは，「一般市民社会とは異なる特殊な部分社
会を構成しているものというべきである．」
　「そこで，次に，本件会員（Z ら）を被告（Y）
の正会員として入会させた被告（Y）の行為が一
般市民法秩序と直接の関係を有しない内部的な問
題にとどまるか否かについて判断する」と，「そも
そもかかる団体において，いかなる者に会員資格
を認めて入会を許可するかは，原則として自主的・
自律的判断に委ねられる問題であるというべき」
であり，「被告（Y）の正会員たる資格要件につい
ての判断」は，「被告（Y）の団体としての判断に
172
委ねるのが相当である．」
　「さらに，本件会員（Z ら）に被告（Y）の正会
員となる資格を認めたとしても，原告の主観的名
誉感情を損なうことは格別，被告の団体としての
目的・性格に照らし，当然に原告の具体的権利を
侵害し，又は公共の利益を侵害することになると
はいえない」ことから，「被告（Y）が，本件会員
（Zら）に被告（Y）の正会員となる資格を認めて，
入会手続をとったことに関する紛争は，一般市民
法秩序と直接の関係を有しない内部的な問題とし
て被告の自主的・自律的な判断に委ねられ，司法
審査の対象とならないものと解すべきである．」
（判例 3 ）　東京地判平成 4 ・ 6 ・ 4 判決（理事
会決議無効確認請求事件）35）
［事案］
　権利能力なき社団である日本競技ダンス連盟東
部総局（以下，Y という）が，Y の会員（以下，X
という）に対して，X が Y 及び会員を中傷誹謗し
て Y の面目を棄損したり，民事訴訟や調停を提起
して Y の統制を乱したという理由で， 3 年間の会
員資格停止処分（以下，本件処分という）を行っ
たところ，X は，X による提訴等の措置は懲戒事
由にあたらず，弁明の機会を与えないでされた処
分は手続的に違法であるなどとして，本件処分を
決定した Y 理事会の決議の無効確認を求め，Y を
被告として提訴した．
［判旨］
　Yは「任意的な団体」であり，「このような任意
的な団体の内部の事柄については，格別の事由の
ないかぎりは，原則としてその自治と自律に委ね
るべきである．」「確かに，人格のない任意的な団
体についても，その会員たる地位の存否又はその
地位を奪う団体の決議が，著しく社会生活上の権
利等を奪うことになるような場合」については，
「司法審査の対象となることもあり得る」が，「被
告（Y）の会員たる地位に伴う権利は，①被告（Y）
の事業につき優先権を享受し，調査研究その他の
資料を利用する権利，②被告（Y）の執行機関に
意見を具申し総会に出席して自由な意見をする権
利，総会決議決権，役員立候補及び投票権，③理
事会の承認を得て審査委員会に入会できる権利で
あって，それを奪うことが著しく社会生活上の権
利を奪うことになるとは言い難い．」
　「以上によると，本件紛争は，被告（Y）団体の
自治的自律的解決に任せるべきであって，本件決
議の有効無効は裁判所による裁判所による審判の
対象となるものではないから，原告（X）の本訴
訴えは不適法であり却下を免れない．」
（判例 4 ）　東京地裁平成22・12・ 1 判決（理事
会決議無効確認等請求事件）36）
［事案］
　社団法人全日本学生スキー連盟（以下，Y とい
う）が，Y の会員である私立大学法人（以下，X
という）スキー部に対して，X スキー部の男子部
員が逮捕されたこと及びその後の X スキー部の対
応に問題があったことを理由に，X スキー部男子
の全日本学生選手権大会（以下，インカレという）
への出場を無期限に停止する旨の理事会決議（以
下，本件出場停止処分という）並びに X スキー部
の卒業生を Y の役員及び専門委員に推薦する権利
を無期限に停止する旨の理事会決議（以下，本件
推薦権停止処分といい，本件出場停止処分と合わ
せて「本件各処分」という）を行ったところ，X
は，本件各処分は無効であるとして，①本件各処
分の無効確認（以下，甲請求という），②Xスキー
部男子が，日本学生スキー選手権競技規程に定め
る 1 部校としての資格を有することの確認（以下，
乙請求という）を求め，Yを被告として提訴した．
［判旨］
　「被告（Y）は，我が国における学生スキー競技
界を代表する団体として，……（略）……一般社会
とは異なる部分社会を形成している．」「このよう
な自律的規範を有する団体の内部における法律上
の紛争については，それが一般市民法秩序と直接
の関係を有しない内部的な問題にとどまる場合に
は，原則として当該団体内部の自治的，自律的な
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解決に委ねるのが相当であり，裁判所の司法審査
は及ばないが，他方，当該紛争が，当該団体の内
部的な紛争にとどまらず，その当事者の一般市民
法秩序に係る権利利益を侵害する場合には，裁判
所の司法審査が及ぶと解するのが相当である．」
　これを①本件各処分の無効確認請求（甲請求）
についてみてみると，「本件各処分は，被告（Y）
が学生スキー連盟としての団体の内部規律を維持
し，組織目的を達成するために，定款14条 4 項に
基づきその会員である原告（X）スキー部に対し
行った懲戒作用である．」「このような処分に係る
原告（X）と被告（Y）との間の関係は，被告（Y）の
団体内部における問題であって，一般市民法秩序
と直接の関係を有するものということはできな
い．」「そうすると，本件各処分は司法審査の対象と
ならないから，甲請求に係る訴えは不適法である」．
　次いで，② X スキー部男子が，インカレ 1 部校
としての資格を有することの確認請求（乙請求）
については，「裁判所が固有の権限に基づいて審判
することのできる対象は，裁判所法 3 条 1 項にい
う『法律上の争訟』，すなわち，当事者間の具体的
な権利義務ないし法律関係の存否に関する紛争で
あって，かつ，それが法令の適用により終局的に
解決することができるものに限られる」ところ，
本件インカレにおける 1 部校とは，「被告（Y）に
加盟する会員が 1 部校として参加することの資格」
であり，「 1 部校という資格がないと被告（Y）会
員は同大会に 1 部校として参加することができな
いから，その意味で被告（Y）会員の社会生活上
の利益に係るものとはいえるが，同大会の参加資
格が直ちに被告（Y）と会員との間の権利義務な
いし法律関係に係るものとは認め難い．」そうする
と，② X スキー部男子が，インカレ 1 部校として
の資格を有することの確認請求（乙請求）は，「単
にインカレ参加校の資格についてのその存否の確
認を求めるものであって，具体的な権利義務又は
法律関係の存否について確認を求めたものとはい
えず，『法律上の争訟』に当たらないから，不適法
であるというべきである．」
［コメント］
　 2 ．司法審査の対象該当性を否定した裁判例で
は，基本的に二段階審理モデルの第二段階の審理，
すなわち，自律的決定の適否が問題とされている．
（判例 2 ）は，政党の処分に関する審判権を問題と
した判例である共産党袴田事件（最小判昭和63年
12月20日民集155号404頁．）とともに，富山大学事
件を引用し，一般市民法秩序とは直接関係のない
部分社会の内部的な紛争については，一定の限度
で裁判権の抑制を是認すべきであるとする判例理
論，いわゆる部分社会論を踏襲しているといえる．
（判例 2 ）は，第一段階の審理で「被告の正会員た
る資格についての法令，規約，慣習などの法規範
を解釈し，又は適用することによって解決し得べ
きものであり，これが法律上の紛争であることは，
否定することができない」として，「法律上の争訟
性」を認めたうえで，第二段階の審理として「自
律的決定の適否」につき，本件紛争を「一般市民
法秩序と直接の関係を有しない内部的な問題」と
判断し，司法審査の対象とならないとした．
　（判例 3 ）は，「任意的な団体の内部の事柄につ
いては，格別の事由のないかぎりは，原則として
その自治と自律に委ねるべき」であるとして，直
接に裁判例を引用していないものの，理論的枠組
みとしては，部分社会論を踏襲していると考えら
れる．（判例 3 ）は，本件紛争が「法律上の争訟」
にあたるかどうかについては言及していないが，
（判例 3 ）も二段階審理モデルを採用していると仮
定するならば，第二段階の「自律的決定の適否」
につき審理をしていることからすれば，第一段階
として「法律上の争訟性」を肯定しているはずで
ある．（判例 3 ）は，「著しく社会生活上の権利等
を奪うことになるような場合については，司法審
査の対象となることもあり得る」と判示しており，
本件紛争における「会員たる地位の存否」の確認
を求める，Y の決議無効確認請求そのものの「法
律上の争訟性」は否定していないことから，二段
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階審理モデルにおける第二段階の審理のみで「自
律的決定の適否」の判断として司法審査を否定し
ているといえる．
　（判例 4 ）は，①Yによる本件各処分の決議無効
確認請求について，「自律的規範を有する団体の内
部における法律上の紛争については，それが一般
市民法秩序と直接の関係を有しない内部的な問題
にとどまる場合には，原則として当該団体内部の
自治的，自律的な解決にゆだねるのが相当であり，
裁判所の司法審査は及ばない」として，富山大学
事件，共産党袴田事件を引用し，本件紛争におい
ては，Y は「自律的規範を有する団体」であり，
その「団体内部における問題であって，一般市民
法秩序と直接の関係を有するものということはで
きない．」として，司法審査の対象とならないと判
断した．（判例 4 ）は，①Yによる本件各処分の決
議無効確認請求について，「当該紛争が当該団体の
内部的な紛争にとどまらず，その当事者の一般市
民法秩序に係る権利利益を侵害する場合には，裁
判所の司法審査が及ぶと解するのが相当である」
として，「法律上の争訟性」は否定しておらず，第
二段階の審理である「自律的決定の適否」の判断
において司法審査が否定されたものいえる．
　（判例 2 ）（判例 3 ）（判例 4 ）をみると，いずれ
もスポーツ団体による処分・決定に対する司法審
査の適否が争われているところ，「自律的規範を有
する団体の内部における法律上の紛争については，
それが一般市民法秩序と直接の関係を有しない内
部的な問題にとどまる場合には，原則として当該
団体内部の自治的，自律的な解決にゆだねるのが
相当であり，裁判所の司法審査は及ばない」とい
うのが判例の立場であるから，（判例 2 ）（判例 3 ）
（判例 4 ）は，この立場を前提に，（判例 4 ）の②
X スキー部男子が，インカレ 1 部校としての資格
を有することの確認請求以外については，二段階
審理における第二段階の審理として，司法審査を
否定した裁判例であるといえる．したがって，い
ずれの裁判例も，「自律的決定の適否」の判断を行
っているということは，二段階審理モデルを前提
とすれば，少なくとも「法律上の争訟性」は認め
られているということができよう．
　なお，（判例 4 ）の②Xスキー部男子が，インカ
レ競技規程上の 1 部校としての資格を有すること
の確認請求については，富山大学事件を引用した
うえで，「具体的権利義務又は法律関係の存否につ
いて確認を求めるもの」とはいえないとして，二
段階審理モデルの第一段階目で「法律上の争訟性」
を否定している37）．
3 ．損害賠償が請求された裁判例
（判例 5 ）　東京高裁昭和60・ 1 ・30判決（出場
停止懲戒処分無効確認請求控訴事件）38）
［事案］
　杉並区軟式野球連盟（以下，Y という）が，Y
に加盟している野球チーム（以下，X という）に
対して，X が Y の規約により出場が禁止されてい
る営利目的の競技大会である「ニッサングリーン
カップ’82全国草野球大会」（以下，本件大会とい
う）に出場したことを理由に 1 年間出場を停止す
る旨の処分（以下，「本件処分という」）をしたと
ころ，X の代表と監督（以下 X らという）は，Y
のした本件処分は違法・無効であり，それによっ
て名誉を棄損され相当の精神的苦痛を被ったので
これを慰謝するため，①謝罪広告の掲載及び②慰
謝料（金 5 万円）の支払いを求めて，Y を被告と
して，提訴した．
［判旨］
　Yの規約・規定は合理的なものであり，Xは「被
控訴人（Y）に加盟している限りこれらの規定を
遵守する義務を負うところ」，本件大会は，「営利
的，宣伝的効果を求めるような目的で開かれる野
球大会で」，であり，Yの規約・規定により「被控
訴人（Y）に加盟しているチーム及びその構成員
が出場することを禁止されているにも拘らず」，X
らはそれを知りながら本件大会に出場し，もって
Yの規約・規定に違反したものというべきである．
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そうすると，Y が Y の規約・規定を適用し X に対
して本件処分をしたのは適法であって，「本件処分
は，仮に控訴人ら（X ら）の名誉を棄損するもの
であったとしても違法性がなく，不法行為を構成
しないものといわなければならない．」
　次に，Y が X に対して本件処分をした事実を公
表したことについては，本件処分が違法でなく，
「公表にかかる事実は真実に合致するものであった
と認められるから」，「公表行為は違法性を欠き，
不法行為にならないものと解するのが相当である
（最高裁判所昭和三八年四月一六日第三小法廷判
決・民集一七巻三号四七六頁，同裁判所昭和四一
年六月二三日第一小法廷判決・民集二〇巻五号一
一一八頁参照）．」
（判例 6 ）　東京地裁昭和63・ 2 ・25判決（慰謝
料請求事件）39）
［事案］
　全日本柔道連盟（以下，Y）が，世界大学柔道
連盟（以下，FISUという）から日本代表選手の選
考の委託等を受けて主催する「一九八四年世界大
学柔道選手権大会（以下，「本件ユニバーシアード
大会」という）代表選手選考会」（以下，本件選考
会という）において，参加資格制限を設けたとこ
ろ，全日本学生柔道連盟（以下，Z という）の所
属選手 7 名（以下 X らという）が，Y が設けた不
当な参加資格制限によって，本件選考会に参加で
きず，本件ユニバーシアード大会への道を閉ざさ
れたとして，精神的苦痛に対する慰謝料（金50万
円）の支払いを求め，Y を被告として提訴した．
［判旨］
　「我が国柔道界の唯一の統括団体として，FISU
から本件ユニバーシアード大会の日本代表選手の
選考等の委託を受け，その実質的な選考者被告
（Y）には，……（略）……本件ユニバーシアード大
会の日本代表選手を選考するに当たり，FISU競技
規則の定める平等取扱条項に則り，アマチュアた
る学生選手を広く対象として，我が国を代表する
にふさわしい最高の選手を選考すべき責務」があ
り，したがって FISU の「平等取扱条項等の趣旨
に反するような不合理かつ不平等な制限を設けて
はならない義務があったというべきところ，被告
（Y）は，その義務に違反」し，「原告ら（Ⅹら）
が，本件予選会ひいては本件ユニバーシアード大
会への出場を奪われることになることを認識しな
がら，敢えて平等取扱条項の趣旨に反し」，「不合
理な参加資格制限を設けて，原告ら（X ら）を本
件選考会から排除したものである．」
　「これは，本件ユニバーシアード大会の日本代表
選手の実質的な選考者として被告（Y）に与えら
れていた裁量権の範囲を逸脱するものであるから，
違法たるを免れない．」よって，Yが不合理な参加
資格制限を設けて，X らを本件選考会から排除し
たことは，「原告ら（Xら）それぞれに対し不法行
為を構成する」から，Y は，X らに生じた損害を
賠償する責任があるとして，金 5 万円の支払いを
命じた．
（判例 7 ）東京地裁平成18・ 1・30判決（選手登
録取消無効確認請求事件）40）
［事案］
　社団法人日本アマチュアボクシング連盟（以下，
Y という）が，Y に登録していた選手（以下 X と
いう）がプロボクシングの興行のエキシビジョン
マッチに出場した（以下，本件参加行為という）
こと，興行のチケットに X の紹介が掲載されたこ
と及び X がボクシングジムの宣伝のためのホーム
ページに掲載されていたこと（以下，本件掲載行
為という）を理由に，X の選手登録を取り消し及
び平成15年 5 月28日から 1 年間 X の選手登録申請
を受理しない旨の決定をする旨を決議（以下，「本
件登録取消決定」という）したところ，X は，本
件登録取消決定により，平成15年 5 月28日から 1
年間，全国高等学校総合体育大会，国民体育大会
及び全国高等学校選抜大会のボクシング競技に出
場することができなくなったと主張して，本件登
録取消決定が無効であることの確認41）及び慰謝料
（金100万円）の支払いを求めて，Y を被告として
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提訴した．
［判旨］
　まず，本件登録取消決定の手続についてみてみ
ると，「被告（Y）は，選手登録を取り消す際の具
体的な手続を定めていない」ものの，「被告（Y）
においてどのような手続で会員である選手登録の
取り消しを行うかについては，被告（Y）の団体
としての自治や自律作用を尊重すべきであること
をも勘案すれば，本件登録取消決定の手続にこれ
を無効と認めるような違法が存するものとは認め
られない．」
　次に，本件参加行為については，「アマチュア規
則 4 条 5 号は，プロフェッショナル（職業として
それを行う人）が主催する競技会ないし金銭や物
質を目的として開催される競技会に参加すること
を禁止したものであると解すべきところ」，X が
「プロボクシングの興行の中で，エキシビジョンマ
ッチ（公開試合）に出場したものと認められる．」
したがって，X の行った本件参加行為は，アマチ
ュア規則 4 条 5 号の「本連盟が禁止した競技会に
参加したもの」と認められる．そして，本件掲載
行為については，「アマチュア規則 4 条 1 項は，ス
ポーツで得た名声を商業目的のために自ら使用し
あるいは第三者において使用することを許諾する
ことを禁止したものであると解すべきであるとこ
ろ」，「原告（X）においてこれらの掲載を許諾し
ていたものと認められる．したがって，原告（X）
が行った本件掲載行為は，アマチュア規則 4 条 1
項の『スポーツで得た名声を商業宣伝のために使
ったもの』に該当すると認められる．」
　「よって，原告（X）の本件参加行為は，アマチ
ュア規則 4 条 5 号に，本件掲載行為は同条 5 号に
それぞれ該当するので，本件登録取消決定に実体
の違法があったということはできない．」
［コメント］
　（判例 5 ）は，Yが行った本件処分につき，本件
処分の根拠となる営利的，宣伝的，政治的な効果
を求める競技大会への出場を禁止する旨の規約は
「合理的なもの」であり，Xは「これらの規定を遵
守する義務を負う」ところ，X はその事実を知り
ながら大会に出場し，「本件規定に違反したもの」
というべきであり，Yの本件処分は適法であって，
仮に X らの「名誉を棄損」するものであったとし
ても，「違法性はなく，不法行為を構成しない」と
判断した．（判例 5 ）は，本件紛争の「法律上の争
訟性」について言及しておらず，団体の自律権を
考慮したうえで，Y の目的に照らして，本件で争
点となった規定，処分及び公表行為についての違
法性を審理しているものであるといえる．したが
って，二段階審理モデルにおける第一段階の審理
として「法律上の争訟性」には特に触れられてい
ないものの，第二段階の審理で「自律的決定の適
否」を判断しているものといえ，「法律上の争訟
性」については，肯定されている．草野球だけで
なく，アマチュアスポーツ一般に一般企業が関与
することが多くみられる状況にあって，本判決の
立場は，アマチュアスポーツの実情を無視ないし
軽視するものだとの批判はあり得るとしつつも，
規約において明文による規制が現存する以上，法
的問題の解決としては，やむを得ないであろうと
の指摘もある42）．
　（判例 6 ）は，Yが独自に国際大会に選手を派遣
し，若しくは競技大会を主催するのであれば，Y
はその事業運営として原則的に自由に参加資格を
設けることができるところ，本件紛争では，世界
大学スポーツ連盟（FISU）が主催するユニバーシ
アードに代表選手を派遣する権限を持つ，日本ユ
ニバーシアード委員会（JUSB）からYが代表選手
選考の委託を受けていることから，Y の裁量の範
囲は，FISU の精神やユニバーシアードの性格，Y
の公共性，公益性等からして，「合理的かつ合目的
的」な一定程度の範囲に限定されるとしたうえで，
代表選手選考会において行った参加資格制限につ
いて，FISUの規程に違反し，裁量の範囲を逸脱す
るものであることから，不法行為を構成し，違法
であると判断した．（判例 6 ）は，本件紛争につい
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て「法律上の争訟性」について言及していないも
のの，スポーツ団体の裁量の逸脱について判断し
ていることから，二段階審理モデルにおける第二
段階の審理である「自律的決定の適否」について
判断しているものであり，本件紛争が「法律上の
争訟」にあたると判断されているといえよう．
　（判例 7 ）は，本件紛争の「法律上の争訟性」に
ついて言及しておらず，さらには「団体の自律権」
の問題にも触れていない．しかし，慰謝料請求の
前提問題として，Y の手続，実体の違法について
審理している．すなわち，Y の不法行為責任につ
きＹの「自律的決定の適否」を前提問題として審
理していることから，二段階審理モデルの第二段
階の審理を行っていると解され，本件紛争は，「法
律上の争訟」であり，司法審査を肯定しているも
のと考える．ところで，（判例 7 ）では，なお，（判
例 7 ）につき，判タの枠囲みコメントに，本件被
告はアマチュアボクシングを統括する競技団体で
あり，その登録選手であることが国体，インター
ハイ等の競技大会への参加資格要件であることか
ら，「選手登録の取消しが一般市民法秩序と直接の
関係を有することに異論はないと考えられ」ると
の指摘がある43）．
　 3 ．損害賠償が請求された裁判例では，いずれ
も「法律上の争訟性」については言及されていな
いものの，二段階審理モデルを前提とすれば，損
害賠償請求の前提問題として，二段階審理モデル
の第二段階で「自律的決定の適否」が審理されて
おり，第一段階の「法律上の争訟性」については，
そもそも，原則として肯定されていてるといって
よい．既に述べたように，二段階審理モデルでは，
第一段階で第一段階として「法律上の争訟性」が
認められるかどうかを審理し，これが肯定される
ときに，第二段階として，①団体の自律的決定の
存否が問われ，その存在が確かめられたときに，
②自律的決定の適否が問われる．それを明確に反
映しているのは，（判例 6 ）である．すなわち，（判
例 6 ）は，「自律的決定の存否」について，Yが本
件選手選考会において参加資格制限を設けたこと，
Y には「『合理的で合目的的』な一定程度の範囲」
の裁量があることが認められ，そのうえで「自律
的決定の適否」について，Y が不合理な参加資格
制限を設けて X らを本件選手選考会から排除した
ことは，Y に与えられた裁量の範囲を逸脱したも
のであるとして違法であり不法行為を構成してい
ると判断をしたのである．
Ⅴ お わ り に
　本稿では，スポーツ団体内部紛争と司法権の限
界の問題につき，裁判例の検討を行った．裁判例
の検討から得られたことをまとめると，次のとお
りである．
　第 1 に，スポーツ団体内部紛争において，「法律
上の争訟性」にあたらないとされ得る範囲は極め
て限定的なものであるといえる．すなわち，裁判
例のうち，二段階審理の第一段階として「法律上
の争訟性」が否定されたのは，（判例 1 ）で判示さ
れた「スポーツ競技における順位，優劣等の争い」
について，それが，「私人の法律上の地位に直接影
響を与えるものではない場合」と（判例 4 ）で判示
された，競技大会への参加資格の存否の確認を求
めるものであって，「具体的な権利義務又は法律関
係の存否について確認を求めたものとはいえない」
場合である．そして，他の裁判例においても，第
二段階の審理で，「自律的決定の適否」の審理とし
て，スポーツ団体の自律権が尊重され，司法審査が
否定されることは多くみられるものの，それらの
「法律上の争訟性」は必ずしも否定されていない．
　第 2 に，二段階審理モデルの第二段階として
「自律的決定の適否」において司法審査を否定され
た裁判例においても，請求の立て方によっては，
本案審理の対象となり得る可能性がある．すなわ
ち，いずれもスポーツ団体の決定・処分が争われ
た裁判例である（判例 2 ）（判例 3 ）（判例 4 ）（判
例 5 ）（判例 6 ）（判例 7 ）は，（判例 2 ）（判例 3 ）
（判例 4 ）では，スポーツ団体の決定・処分自体の
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無効確認や取消しが求められていたのに対し，（判
例 5 ）（判例 6 ）（判例 7 ）では，形式的には損害
賠償請求権を前面に押し出してはいるが，その実
質はスポーツ団体の内部的決定の当否が問題とな
っているとの指摘もある44）ように，不法行為に基
づく慰謝料請求を求めることで，間接的にスポー
ツ団体の決定・処分の判断を求めたものであると
いえる．二段階審理モデルを前提とすれば，（判例
5 ）（判例 6 ）（判例 7 ）では「法律上の争訟性」
については言及されていないものの，第一段階と
して「法律上の争訟性」が否定されるのであれば
当然に不法行為の判断には及ばないところ，いず
れの裁判例も不法行為を構成するか否かの前提と
なる判断として，第二段階の「自律的決定の適否」
は審理されている．そして，第二段階の「自律的
決定の適否」の審理において，司法審査の対象性
が否定されるのであれば，（判例 2 ）（判例 3 ）（判
例 4 ）が判示するように本案審理はなされないと
いえよう．しかし，（判例 5 ）（判例 6 ）（判例 7 ）
は本案審理をしたうえで不法行為が構成するか否
かの判断をしているのである．そうすると，第二
段階の「自律的決定の適否」の審理において司法
審査が否定される裁判例であっても，たとえば，
予備的に損害賠償請求をすれば，不法行為が構成
するか否かの判断の前提問題として，スポーツ団
体の決定・処分の当否につき本案審理がなされる
のではないだろうかという考えがあり得る．しか
し，これについては，スポーツ団体の決定・処分
の無効・取消しを求める当事者の権利利益の救済
という観点からは，紛争の実質が変わらないので
あれば，慰謝料よりも，地位回復の方が実質的な
解決は図られるのではないだろうか．慰謝料請求
では事後的な金銭賠償でしかなく，スポーツ団体
の決定・処分の当否について，間接的に判断され
るに過ぎないのであるから，実効的な解決からは
ほど遠く，やはり，直接的に司法審査の対象とす
ることを考えるべきである．
　第 3 に，裁判例をみる限り，スポーツ団体内部
紛争の裁判例は，必ずしも明確に宗教団体紛争に
おいて確立されていると思われる二段階審理モデ
ルを採用しているとは言い切れないものの，裁判
例がとる審理枠組みとして大きく異なるものでは
ないといえる．本稿で取り上げた裁判例のうち，
二段階審理モデルの第一段階である「法律上の争
訟性」と，第二段階である「自律的決定の適否」
についてそれぞれ個別に言及して判示していたの
は，（判例 2 ）のみであったが，他の裁判例におい
ても，少なくとも「法律上の争訟性」と，「自律権
的決定の適否」は，別個の要素として位置づけら
れて審理されており，概ね二段階審理モデルを参
考にして検討することは妥当であると思われる．
　以上のように，裁判例の検討からは，司法審査
は及ばないとする見解が多数説とされてきたスポ
ーツ団体内部紛争では，「法律上の争訟性」が否定
される範囲は極めて限定的であり，司法審査が否
定される理由は，独自の規範を有する「団体の自
律権」を尊重し，司法権が立ち入らないというの
が多くの裁判例の立場であった．既に述べたよう
に，私見は，「法律上の争訟」であれば，原則とし
て司法審査は及ぶべきと考えるので，もちろん，
スポーツ団体の自律権は尊重すべきであるし，こ
とがらの性質上，すべてのスポーツ紛争が裁判所
に持ち込まれるべきであると考えるものではない
が，少なくとも，「法律上の争訟性」が肯定される
スポーツ団体内部紛争には，司法審査が及ぶと考
えるべきであるので，それを可能とする本案審理
の在り方について今後も継続して研究を重ねたい．
　なお，本稿での検討では，スポーツ競技におけ
る地位（資格・順位）の確認は，基本的には「法
律上の争訟」に該当せず，司法審査の対象となら
ないとするのが判例の立場であったが，近年，団体
内部における地位の確認を求めた裁判例において
「法律上の争訟性」が肯定されている裁判例が散見
される45）．この点については，本稿では立ち入る
ことができなかったので，これらの裁判例を検討
しスポーツ団体内部紛争に準用可能な審理の在り
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方を考察することは，今後の研究課題としたい．
　また，本稿では，スポーツ団体内部紛争に関連
する日本の裁判例を検討するにとどまったが，諸
外国に目を向けると，「スポーツは法が適用されな
い真空ではない」諸外国におけるスポーツ紛争及
びその解決方法の実情に対する調査研究から，日
本と調査対象国との違いについて，日本の裁判所
が団体自律を極めて広く認めていることを指摘し，
スポーツ紛争処理制度を充実させるという観点か
らは，裁判所法 3 条に関する日本の裁判所の判断
の流れが変わることが強く期待するという見解も
あり46），今後も引き続きわが国のスポーツ団体内
部紛争と司法権の限界の問題につき研究を続けて
いくうえで，諸外国におけるスポーツ団体内部紛
争に対する司法裁判所のアプローチも検討課題と
して加えたい．
1） 本稿では，以下，「スポーツ活動中の，若しくスポ
ーツを通じた関係性の中で生じた紛争」について，
スポーツ紛争と表現する．
2） 清水宏「スポーツ仲裁判断の執行可能性について」
東洋法学第61巻第 1 号（東洋大学法学会，2017年）
231頁以下参照．
3） 多田光毅＝石田晃士＝椿原編著『紛争類型別スポ
ーツ法の実務』（三協法規出版，2014年）2 頁［石田
晃士］．
4） 清水前掲注 2 ）232頁，多田ほか編・前掲注 3 ）
2 - 3 頁［石田晃士］参照．
5） なお，スポーツ関係者と一般人の紛争は，刑事事
件や民法上の不法行為に関するものが多いといわれ
ており，これは，スポーツに関係する紛争ではある
ものの，一般社会における紛争と性質を大きく異に
するものではなく，当然に司法権は及ぶものと解さ
れるので，本稿での検討から除外することとする．
多田ほか編・前掲注 3 ）3 頁以下［石田晃士］参照．
6） 多田ほか編・前掲注 3 ）4 頁以下［石田晃士］参照．
7） 最判平成 7 ・ 3 ・10判時1356号99頁．
8） 東京地判平成元・ 8 ・31判時1350号87頁．
9） 本稿では，このようなスポーツ団体内部で生じる
紛争について「スポーツ団体内部紛争」という．
10） 浦川道太郎ほか編著『標準テキスト　スポーツ法
学』（株式会社エイデル研究所，2016年）317頁以下．
11） なお，宗教団体紛争については，その理論的検討
は他稿に譲ることとし，本稿では，裁判例及び学説
の蓄積から確立されていると思われる審理モデルを
参考にするにとどめたい．
12） 新堂幸司「宗教団体内部の紛争と裁判所の審判権
―最近の最高裁判決を材料として―」『民事訴訟法学
の基礎』（有斐閣，1998年）275頁以下．
13） 同前．
14） 笠井正俊＝越山和広編『新・コンメンタール民事
訴訟法（第 2 版）』（日本評論社，2013年）539頁［林
昭一］．
15） 最三判昭和28年11月17日行集 4 巻11号2760頁（憲
法違背是正請求上告事件），最三小判昭和56・ 4・ 7
民集35巻 3 号443頁（寄付金返還請求事件，以下，
「板まんだら事件判決（昭和56年最判）」という）など．
16） 笠井ほか編・前掲注14）539頁［林昭一］，中野貞
一郎「司法審判権の限界の画定基準」『民事訴訟法の
論点Ⅱ』（判例タイムズ社，2001年）316頁参照．
17） 新堂・前掲注12）276頁．
18） 部分社会論の嚆矢を放ったものとして，最大決昭
和28年 1 月16日民集 7 巻 1 号12頁（県議会議員除名
処分執行停止特別抗告事件，以下，「米内山事件」と
いう）における田中耕太朗裁判官の少数意見が挙げ
られる．この意見は，「凡そ法的現象は人類の社会に
普遍的のものであり，必ずしも国家という社会のみ
に限られないものである．国際社会は自らの法を有
し又国家なる社会の中にも種々の社会，たとえば公
益法人，会社，学校，社交団体，スポーツ団体等が
存在し，それぞれの法秩序をもつている．」として，
法秩序多元論に基づき，独自の法秩序を持つ，公益
法人，会社，学校，社交団体，スポーツ団体等の部
分社会には司法権の介入が認められない領域がある
とした．部分社会論のリーディングケースとなった
のは，地方公共団体の議会の議員に対する懲罰議決
に関する最大判昭和35年10月19日民集14巻12号2633
頁（懲罰決議等請求事件，以下，「最判昭和35年」と
いう）であり，その後，国立大学の単位不認可処分
が争点となった最三小判和52年 3 月15日民集31巻 2
号243頁（以下，「富山大学事件」という）などで同
様の考えが表れている．この点につき，中野・前掲
注16）319頁以下，樋口陽一＝高橋和之編「事件性の
要件と部分社会論」『現代立憲主義の展開』161頁
［渋谷秀樹］以下参照．
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19） 新堂・前掲注12）276頁．なお，部分社会論に対し
て民事訴訟法学からは，批判的な見解が多いとの指
摘もあるが，この点についての検討は他稿に譲るこ
ととする．この点につき，中野・前掲注16）322頁以
下，安西明子「団体内部紛争の法律上の争訟性に関
する近時の裁判例検討」石川明＝三木浩一編『民事
手続法の現代的課題』（信山社，2014年）220頁参照．
20） 新堂・前掲注12）276頁・279頁参照．
21） 新堂幸司「審判権の限界―団体の自治の尊重との
関係から―」『民事訴訟法学の基礎』（有斐閣，1998
年）291頁以下．
22） 新堂・前掲注21）291頁以下は，この第二段階審理
のメカニズムについて「裁判所は，処分の効力につ
いて審判するが，処分の効力を否定できるのは，一
定の要件に該当する事由（無効事由）が積極的に認
定できる場合に限るとするもので，それは，まず処
分の効力を争う側に無効事由の主張・立証を課すと
ともに，いかなる事由をもって，処分の効力を認め
るかの実体法的判断を，団体の目的・性質等諸種の
要素を考慮して行うことを建前としたものである」
としている．
23） 新堂・前掲注21）291頁以下，笠井ほか編・前掲注
14）289頁［林昭一］参照．
24） 新堂・前掲注21）300頁以下．
25） 新堂・前掲注21）304頁以下．
26） 新堂・前掲注21）292頁以下．
27） 判時153号84頁・判タ885号264頁．
28） ③不法行為に基づく損害賠償請求（棄却）は第二
次予備的請求であり，第一次予備的請求として，X
のした控訴（Y内部での不服申立て）の受理請求（却
下）が申し立てられている．
29） この点についても，どのような場合に「明白に不
当な判定」となり得るのかは定かではないが，（判例
1 ）は，「本件競技が1000分の一秒単位で優劣を競う
競技であれば，メインポストに写真判定機でもつけ
ない限り客観的で厳密な判断を下すことはでき」ず
（本件ではそのような写真判定機の備付けは無いよう
である），そのような場合には審査会（審判者）の判断
が優先されるべきとしており，仮に，競技において
勝敗を決する重要な位置に写真判定機が備え付けら
れ，客観的で厳密な判断が下せるような場合におい
て，審判者の判断が，写真判定機の客観的で厳密な
判定に反するような判定を行った場合には，「明白で
不当な判定」であったという判断となるのだろうか．
30） 小川和茂「スポーツ仲裁」法時第87号 4 号（日本
評論社，2015年）31頁参照．
31） 清水・前掲注 2 ）240頁．なお，清水は，一方で，
審判の判定がルールを逸脱して行われている場合に
は，法律上の争訟性を肯定でき得ると指摘する．
32） 菅原哲郎＝川井圭司＝大川宏「日本スポーツ仲裁
機構」自由と正義55巻 2 号（日本弁護士連合会，
2004年）50頁．
33） 判例時報1292号105頁，東京地判昭和63・ 9・ 6 判
タ691号236頁．
34） Yの規約四条には，正会員資格として，「クラブ・
ハンディキャップ十二以下の日本ゴルフ協会加盟倶
楽部会員で年齢五五歳以上の者」と明記されていた
が，Y は，規約に反してハンディキャップ十二を超
えている Z らを入会させた．
35） 判例時報1436号65頁，判タ807号244頁．
36） 判タ1350号240頁．
37） 本判決には否定的見解がみられ，（判例 4 ）で問題
となっているのは，富山大学事件のような「内部問
題」ではなく，本件の処分事由，背景事情ともに，
X スキー部男子部員の強姦致傷事件による逮捕であ
って，専門技術的判断も必要なく，裁判所の介入は
むずかしくなかったという指摘がある．安西・前掲
注19）220頁以下参照．
38） 判時1146号62頁．
39） 判時1273号243頁，判タ663号243頁．
40） 判時1239号267頁．
41） なお，原告（X）は，本件訴訟の係属中に，日本
プロボクシング協会のライセンスを取得し，無効確
認の訴えを取り下げた．判タ1239号267頁枠組みコメ
ント参照．
42） 判時1146号62頁の枠囲みコメント参照．
43） 判タ1239号268頁参照．
44） 清水・前掲注 2 ）241頁．
45） たとえば，日本舞踊の流派の名取として活動する
ものが，除名処分を受け，当該処分の無効を理由に
地位の確認を求めた訴えに係る請求が，法律賞の争
訟にあたるとされた裁判例である平成28年 5 月25日
判決（判タ1448号202頁）など．
46） 濵本正太郎＝興津征雄＝横溝大「諸外国における
スポーツ紛争及びその解決方法の実情に対する調査
研究」『平成25年度文部科学省委託事業スポーツ仲
裁活動推進事業報告書』（公益財団法人日本スポー
ツ仲裁機構，2014年）59頁以下参照．
